
（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
報酬                            
旅費                            

01
08

節
161 13

0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
171
13

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

94.2
5.8

0.0
13

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源

５－２－２

地方債 使用料・手数料
計

03

総務費

総務管理費 58,324

87,445

004 58,324 79,142 87,445

79,142

現段階出力 段階

6,873

6,873 目
的6,873

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

158

44

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

4 10 10 10

国庫支出金 県支出金

40 148

0.0
0

161

158

 連結区分３  

事業区分３

79,142 87,445

非主要

6,873

86,015 6,873

171

158 171 171

86,015

86,015

86,015

86,015

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

13

13

一般会計

義務的経費事業  

58,324

44 171

文書費

０１０２０１０３

情報公開・個人情報保護審査会運営費

情報公開・個人情報保護審査会運営費

87,44501

前年当初額 要求額前々年度決算額

87,44558,324

79,142

79,142

文書法制課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113100000

会計

所属

58,324

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

158
0 0 0 171

0
0

0



４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
　　　報酬単価の変更に伴う報酬の増加（13千円）

款

目

010

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113100000

事業３情報公開・個人情報保護審査会運営費

文書法制課

03

所属

004

情報公開・個人情報保護審査会運営費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）： 44千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　秦野市情報公開条例第15条

　　　　　　　　　　16　平和と公正をすべての人に

　　・審査請求がされた場合等に審議を行う。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　1回の会議を開催した。
　　・令和7年度　諮問等に応じて、会議を開催する。

　　・効率的な会議の開催に努めている。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　情報公開及び個人情報保護の適切な運用

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　 千円

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策522　適正かつ持続可能な行政経営の推進）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：158千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：171千円

　　　　・目　　的　情報公開及び個人情報保護に係る審査請求等について、審議等を行う。
　　　　・内　　容　市民の「知る権利」の尊重及びその適正な具現化
　　　　・ＳＤＧｓ　10　人や国の不平等をなくそう

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113100000

事業３情報公開・個人情報保護審査会運営費

文書法制課

03

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし
　

　　　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
    ・会議の開催に当たっては、事案等を極力整理し、集中的・効率的な審議により経費削減に努める。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      会議開催回数：令和8年度予算　2回、令和7年度予算　2回、令和6年度決算　1回
       

004

情報公開・個人情報保護審査会運営費

-3-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01



（単位：千円）

-5-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      

10
11
12
13

節

500
4,230 4,231 5,287 4,965

15,199 -249
-87

734

0

16,168 19,146 19,694 19,646

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
39,881

898
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

38.1
0.2

49.3

0.0
898

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源

５－２－２

地方債 使用料・手数料
計

03

総務費

総務管理費 58,324

87,445

004 58,324 79,142 87,445

79,142

現段階出力 段階

6,873

6,873 目
的6,873

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

38,983

33,394

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

66 158 71 71

国庫支出金 県支出金

12,930 15,448

0.0
0

14,895

12.4

38,983

 連結区分３  

事業区分３

79,142 87,445

非主要

6,873

86,015 6,873

39,881

38,983 39,947 39,881

86,015

86,015

86,015

86,015

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

898

898

一般会計

義務的経費事業  

58,324

33,394 39,947

文書費

０１０２０１０３

浄書印刷経費

浄書印刷経費

87,44501

前年当初額 要求額前々年度決算額

87,44558,324

79,142

79,142

文書法制課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113100000

会計

所属

58,324

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

38,983
0 0 0 39,881

0
0

0



　　・印刷物の外注による経費の増大を抑制するため、庁内印刷の利用を促進し、市全体の歳出の縮減に努めている。

（1） 増減理由
　　　・印刷機器の賃貸借契約の更新による保守委託料及び賃借料（見積額）の増加（1,234千円）

款

目

020

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113100000

事業３浄書印刷経費

文書法制課

03

所属

004

浄書印刷経費事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：38,983千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策522　適正かつ持続可能な行政経営の推進）

（2） 効果・目標値

　　・印刷物の必要性の精査

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　印刷機器の賃貸借等、用紙の購入、コピー機の管理等
　　・令和7年度　印刷機器の賃貸借等、用紙の購入、コピー機の管理等

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　・デジタル印刷機の更なる有効活用（印刷機器の賃貸借契約の更新による機器入れ替え）

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　庁内印刷経費の一元管理による事務及び予算執行の効率化
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：33,394千円

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：39,881千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円

　　　　・目　　的　文書の浄書・印刷等の取りまとめ及び浄書・印刷に伴う消耗品の一元的管理（予算執行を含む。）
　　　　・内　　容　一元管理による庁内印刷経費の削減
　　　　・ＳＤＧｓ　15　陸の豊かさも守ろう

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01

事業１



款

目

020

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113100000

事業３浄書印刷経費

文書法制課

03

所属

事業２

　
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　273千円（273千円）
　　　　・内　容　文書管理システムの活用等によるペーパーレス化により、コピー料金の削減を図る。

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　・デジタル印刷機の活用を推進し、庁内で印刷することで、即時性のある印刷物の提供と印刷製本費の削減に取り組む。
　　・印刷消耗品等は、各課等で必要性を精査したうえで予算計上し、文書法制課へ執行委任する事務処理を徹底する。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・庁内印刷カウント数　令和8年度（見込）550万ページ　令和7年度（見込）550万ページ　令和6年度　558万ページ

004

浄書印刷経費

-7-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01



（単位：千円）

-12-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
需用費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      

10
12
13

節

0

810 8
125

 300

65 65 65 65

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

21-04-03-02-19/0113100000/0505 100
情報公開写しの作成代

名　　　　　　　称
充 当 額

1,554
133

100.0

構成比(%)

その他雑入133
19.3 80.7

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

52.1
43.7
4.2

0.0

区　　分
その他

一般財源

５－２－２

地方債 使用料・手数料
計

58,324 79,142 87,445

79,142

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

02

01

03

総務費

総務管理費 58,324

市対象外重点ヒアリング 連結区分１

1,305

現段階出力 段階

6,873

6,873 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

030

001

1,421

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

795 802

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

810
446 554 679 679

事業区分３

1,421
21-04-03-02-77/0113100000/0505

79,142 87,445

非主要

6,873

86,015 6,873

1,554

6,873

87,445

133

86,015

86,015

86,015

133

200

 連結区分３  

86,015

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業1,554

 

58,324

1,305 1,554

文書費

０１０２０１０３

保存文書管理費

保存文書管理費 1,421 1,554

前々年度決算額

87,44558,324

79,142

79,142

文書法制課

一般会計

査定額 増減額0113100000

会計

所属

58,324 87,44501

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

義務的経費事業

004

300
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象

1,121
0 0 0 1,254

300



　　・完結文書の引継ぎ、保存及び廃棄を効率的に行っている。

　　　該当なし

款

目

030

02

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113100000

事業３保存文書管理費

文書法制課

03

所属

004

保存文書管理費事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：1,421千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策522　適正かつ持続可能な行政経営の推進）

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　各課等からの保存文書の引継ぎ及び廃棄文書のリサイクル並びに文書の電子化
　　・令和7年度　各課等からの保存文書の引継ぎ及び廃棄文書のリサイクル並びに文書の電子化 

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　・各課等での文書保存状況を点検及び指導することにより、全庁的に適切な文書管理を行う。

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　保存文書の適切な保存及び管理
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：1,305千円

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：1,554千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 千円

　　　　・目　　的　完結文書の保存及び管理、保存年限を経過した廃棄文書のリサイクル
　　　　・内　　容　行政文書の適切な保存及び管理
　　　　・ＳＤＧｓ　15 陸の豊かさも守ろう

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-13-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01

事業１



款

目

030

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113100000

事業３保存文書管理費

文書法制課

03

所属

事業２

　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　・内　容　文書管理システム等の活用により、中・長期的視点での保存文書量の削減を図る。
　
（2） 自然災害対策への取組

事業１

　　・「文書等の取扱いに関する規程」に則った文書管理を徹底してもらうよう、庁内への周知及び指導を行う。

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

004

保存文書管理費
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当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
報酬                            
旅費                            

01
08

節
80 0

0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
82
0

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

97.6
2.4

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源

５－２－２

地方債 使用料・手数料
計

03

総務費

総務管理費 58,324

87,445

004 58,324 79,142 87,445

79,142

現段階出力 段階

6,873

6,873 目
的6,873

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

040

001

82

0

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

0 2 2 2

国庫支出金 県支出金

0 80

0.0
0

80

82

 連結区分３  

事業区分３

79,142 87,445

非主要

6,873

86,015 6,873

82

82 82 82

86,015

86,015

86,015

86,015

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

一般会計

義務的経費事業  

58,324

0 82

文書費

０１０２０１０３

行政不服審査会運営費

行政不服審査会運営費

87,44501

前年当初額 要求額前々年度決算額

87,44558,324

79,142

79,142

文書法制課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113100000

会計

所属

58,324

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

82
0 0 0 82

0
0

0



　　・行政不服審査会の開催には至らないものの、行政不服審査請求は行われており、今後も恒常的な発生が

（1） 増減理由
　　　該当なし

款

目

040

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113100000

事業３行政不服審査会運営費

文書法制課

03

所属

004

行政不服審査会運営費事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：82千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　行政不服審査法第81条
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策522　適正かつ持続可能な行政経営の推進）

（2） 効果・目標値

　　・審査を要する事案が発生した場合に審査会を開催する。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　審査を要する事案がないため、審査会は開催していない。
　　・令和7年度　審査を要する事案がないため、審査会は開催していない。 

　　見込まれることから、発生事案の動向を注視するとともに、適正な行政手続について庁内に周知していく。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　該当なし
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）： 0千円

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：82千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　千円

　　　　・目　　的　各執行機関が行った処分に対する審査請求について、諮問に応じ審査を行う。
　　　　・内　　容　行政不服審査法第81条の規定に基づき設置される行政不服審査会の円滑な運営
　　　　・ＳＤＧｓ　10　人や国の不平等をなくそう

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-18-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01

事業１



款

目

040

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113100000

事業３行政不服審査会運営費

文書法制課

03

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし
　

　　　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　・円滑な審査会の運営に取り組む。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　該当なし     

004

行政不服審査会運営費

-19-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01



（単位：千円）

-21-

令和 8年 2月17日

計

8.63,740 3,874 3,800 60
17,158 21,244 21,244 4,086

613 610 610 -3
14,587 14,389 13,057 -1,530

20
589

13,747
3,470
3,763

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

使用料及び賃借料                      

11
12

報償費                           
旅費                            
需用費                           
役務費                           

01
03
04
07
08
10

委託料                           
13

節

465
0 42 42 84

4,448 2,127
518

42

0

0 0 465 465

37

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
44,327
5,829
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

10.0
1.2

0.2

1.0

0.0
5,829

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源

５－２－２

地方債 使用料・手数料
計

03

総務費

総務管理費 58,324

87,445

004 58,324 79,142 87,445

79,142

現段階出力 段階

6,873

6,873 目
的6,873

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

050

001

38,498

23,581

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

0 0 518 518

国庫支出金 県支出金

1,992 2,321

0.0
0

4,448

101 101 64
0.2

38,498

1.4
29.5
47.9

 連結区分３  

事業区分３

79,142 87,445

非主要

6,873

86,015 6,873

44,327

38,498 45,691 44,327

86,015

86,015

86,015

86,015

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

5,829

5,829

一般会計

義務的経費事業  

58,324

23,581 45,691

文書費

０１０２０１０３

文書管理事務費

文書管理事務費

87,44501

前年当初額 要求額前々年度決算額

87,44558,324

79,142

79,142

文書法制課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113100000

会計

所属

58,324

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

38,498
0 0 0 44,327

0
0

0



４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　・争訟案件への適切かつ円滑な対応を実施する。

款

目

050

02

001

　　・例規制定改廃事務の効率化のため、例規データベースシステムの活用を促進する。

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113100000

事業３文書管理事務費

文書法制課

03

所属

004

文書管理事務費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：23,581千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし

　　　　・ＳＤＧｓ　17　パートナーシップで目標を達成しよう

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　・郵送料の削減のため、各種割引制度の活用を促進する。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　郵送料の抑制、顧問法律事務所と連携した争訟案件対応、図書の追録・加除等
　　・令和7年度　郵送料の抑制、顧問法律事務所と連携した争訟案件対応、図書の追録・加除等 

　　・庁内郵送物の取りまとめや各種割引制度の活用等により、郵送料等の削減に努めている。
　　・本市の事務の遂行に必要な資料（例規データベース、図書等）を整備している。

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　郵送経費の削減及び各課からの求めに応じた適切な法令関係資料の提供

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策522　適正かつ持続可能な行政経営の推進）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：38,498千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：44,327千円

　　　　・目　　的　文書の発送・収受、訴訟事務、法令関係図書及び例規データベースシステムに関する経費
　　　　・内　　容　庁内郵送物の取りまとめによる郵送経費の削減、争訟案件への適切な対応、例規改正作業の省力化
　　　　　　　　　　並びに法令等に適合した適切な事務の執行

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-22-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01

事業１



款

目

050

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113100000

事業３文書管理事務費

文書法制課

03

所属

事業２

　　・例規データベースシステムを活用する機会を増やすことで、例規編集作業及び関係法令等の確認作業の効率化を図る。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　・デジタル化が進行する中で、市民等への郵送の必要性については、各課等の予算査定時をはじめ随時精査が行われているが
、
　　各種割引制度の活用等により一層の郵送料の削減を図る。

　　　　・内　容　「官報」の購読取りやめ（ウェブサイト閲覧へ移行）

　　　該当なし
　
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　47千円（47千円）

事業１

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　該当なし     

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　・会計年度任用職員の勤務体制の見直し及び報酬単価等の増加による増（2,127千円）
      　　　

004

文書管理事務費

-23-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０３

総務費

文書費

項 01
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